


本講義では、住民の内部被ばく線量測定の実際、初期内部被ばく線量の推計及
び今後に向けた見通しを紹介します。



福島第一原子力発電所事故後には、住民の放射線防護と線量評価が同時進行
で実施されていました。
線量評価は外部被ばくと内部被ばくに分けられ、事故後1ヵ月以内の初期には放
射性ヨウ素による内部被ばくを対象とした小児甲状腺のスクリーニング検査が実
施されました。

その後、中期から長期にかけて、外部被ばく線量評価やWBCを使用した福島県住
民の内部被ばく検査が実施されました。



甲状腺中I-131の測定結果はいくつかの論文で報告されていますが、測定件数は
合計1,300件程度であり、十分な測定が実施することが困難であったことが課題と
して残されました。



福島第一原子力発電所から30㎞圏内の川俣町、いわき市及び飯舘村の3市町村
において、15歳以下の子ども1080名を対象として実施された小児甲状腺被ばくス
クリーニング検査では、全員がスクリーニングレベル（0.2µSv/h）未満であり、甲状
腺等価線量は少なくとも100mSv未満であると評価されました。
しかし、測定結果の半数は正味値0であり、より早く測定することができれば、検出
下限以下だった方々についてより正確な線量評価が可能であったと考えられます。



福島第一原子力発電所事故当時のスクリーニングレベルとして、0.2µSv/hを設定
しました。
導出に至る過程をスライドに示していますが、1歳児の甲状腺等価線量100mSvを
基に算出されています。



甲状腺に存在する放射能と使用するサーベイメータの指示値との関係については、
Ba-133線源を封入したファントムを使用して評価されました。
福島第一原子力発電所事故当時は子どもの頸部を再現したファントムが用意でき
なかったため、Ba-133の封入量を年齢ごとの甲状腺体積に合わせて変化させて校
正しました。



2011年に作成した小児甲状腺被ばくスクリーニング検査の方法を示しています。
使用可能な測定器は日立製のサーベイメータで、時定数を10秒として30秒測定し
た指示値を3回読んで、それらの平均値を記録することとされています。
甲状腺測定にあたっては、首の周りを汚染のない濡れタオルで拭くことやサーベイ
メータのプローブの測定位置などが明記されています。



川俣町、いわき市、飯館村で実施された小児甲状腺スクリーニング検査では、
1080名の甲状腺被ばく線量が評価されました。



小児甲状腺被ばくスクリーニング検査の実施にあたって困難だったことのひとつは、
バックグラウンド放射線による空間線量率が0.2µSv/h未満である測定場所を確保
することでした。
特に屋外では8µSv/hを超えるような場所もある状況でした。



0.2µSv/hを下回る場所として、例えば建物の構造物で良く遮へいされているような
場所で小児甲状腺被ばくスクリーニング検査が実施されました。



ホールボディカウンタによる内部被ばく検査は、平成23年6月から令和3年6月まで
に345,919名に対して実施されていますが、99.99％が被ばく線量1mSv未満である
と評価されています。



福島県におけるWBC検査の経験については、日本保健物理学会の専門研究会報
告書や論文で報告されています。



ホールボディカウンタでは、体内の放射性物質から放出される放射線を体外に配
置した放射線検出器で検出します。
α線やβ線は体内で吸収されるため、体外計測の対象はγ線放出核種となります。



体外計測によって被験者の体内放射能を定量する場合には、ファントムを使用し
た相対測定を実施する必要があります。
例えば、放射能Aのファントムに対する測定によるピークカウントがCであった場合、
ピーク効率はC/Aとして表されます。
被験者の測定で得られるピークカウントがC‘であった場合、被験者の体内放射能
A’は(C’/C)×Aで計算することができます。



2011年6月～7月にかけて、放射線医学総合研究所では福島県の委託による初期
の内部被ばく検査を実施しました。
ホールボディカウンタによる測定の被験者数は成人125名、子ども49名の合計174
名でした。



放医研での調査を踏まえて、より大規模なWBC測定が日本原子力研究開発機構
で実施されました。
各地域ごとの預託実効線量分布が示されましたが、Csによる線量は90パーセンタ
イル値で0.1mSv未満でした。



2012年度には、日本原子力研究開発機構が実施したWBC測定の結果を使用した
放医研による初期内部被ばく線量推計が報告されました。
摂取シナリオは3月12日の急性吸入摂取と仮定しましたが、測定の長期化に伴い
体内の残留率が低下していくため、検出限界未満の被験者が増加しました。

また、時間とともに吸入摂取に対して慢性摂取による影響の程度が大きくなること
も、正確な線量評価を難しくする要因となっています。



WBC測定では、Cs-134及びCs-137の両方が検出される場合があり、それぞれの核
種に対する残留率と線量係数を用いて線量を計算しました。
使用する残留率や線量係数の値は年齢区分ごとに異なります。



Csの実効線量係数及び300日後の全身残留率を示します。
年齢ごとに値が異なるので、適切な値を用いて計算する必要があります。



体内の放射性物質は物理学的半減期と代謝による排泄によって減少していきま
す。

一般に年齢が低い方が代謝・排泄が早いため、成人よりも子どもの方が全身残留
率の減少も早くなります。



体外計測以外の内部被ばく線量の評価手法として、尿のバイオアッセイがありま
す。
尿中に含まれる放射能とWBCによって評価される体内残留量の両方の結果を解
釈することにより、より信頼性の高い線量を提供できる可能性があります。



福島第一原子力発電所事故後、乳幼児を対象とした測定についても検討されまし
た。
新たにBabyscanと呼ばれる装置も開発され、論文として報告されています。





初期の内部被ばく線量の推計に利用できるものとして、「甲状腺中ヨウ素の測定
結果」、「WBCによる全身中セシウムの測定結果」及び「大気拡散シミュレーション
の結果」があります。

甲状腺中ヨウ素の測定結果は信頼性が高いが利用できるデータ数が少ないのに
対し、全身中セシウムの測定結果は信頼性が劣るが多くのデータが利用できます。

また、大気拡散シミュレーションは実測ではないため不確実性が高くなります。
人の実測データを優先しつつ、利用可能なデータを補完しながら推計していくこと
が重要です。



成人被験者に対するCsの測定結果とヨウ素の測定結果から、環境中のヨウ素・セ
シウムの摂取量比が導出されました。

摂取量が異なっても、空気中の核種組成比が同じでると仮定することで、必ずしも
全ての実測値がない人の線量を評価できるようにしました。



異なる組織によるCs-137の測定結果とI-131の測定結果を組み合わせて、ヨウ素・
セシウムの摂取量比を導出することができます。



さまざまな測定結果から評価されたヨウ素・セシウム摂取量比の推定値のバラつ
きを示します。



大気拡散シミュレーションによっても甲状腺線量が推計されていますが、摂取シナ
リオ等に起因する不確かさが大きいため、多角的な解釈が必要となります。



大気拡散シミュレーションと住民の行動パターンとを組み合わせた線量推計を可
能とするため、代表的な避難パターンのモデルケースについて検討されています。



警戒区域住民及び計画的避難区域における避難時の行動パターンの例を示しま
す。



代表的な避難パターンのモデルケースに基づく計算結果を示します。
モデルケースによって、甲状腺等価線量に大きな差が生じることが明らかとなりま
した。



大気拡散シミュレーションによる推計と小児甲状腺被ばくスクリーニング検査との
比較について、論文で報告されています。



福島県各地の住民の甲状腺等価線量推計値はスライドに示す通りで、90パーセ
ンタイルの最大値は30mSvとなりました。



UNSCEAR 2013年報告書での甲状腺線量の推計結果では、
経口摂取の寄与が大きくなっていますが、報告書が作成され

た当時は十分な実測データを利用できなかったため、安全側
の仮定に基づいています。



福島第一原子力発電所事故後の教訓として、「個人モニタリングの遅れ」、「モニタ
リング対象者の選定」及び「個人モニタリングの課題」が挙げられます。

特に、避難した住民に対する甲状腺測定を十分に実施できなかったために、初期
内部被ばく線量の推計が困難になりました。
将来の原子力事故対応に向けて、確実な準備が不可欠です。





将来の原子力災害の際に実施する個人内部被ばくモニタリングとして、1週間以内
に実施する甲状腺簡易測定、1ヵ月以内に実施する詳細測定、半年以内に実施す
る追加検査が考えられます。
本研修の実習の対象となる甲状腺簡易検査は、1週間以内に実施するスクリーニ
ングの部分になります。



1ヵ月以内に実施する詳細測定に用いる測定器として、複数のGAGGシンチレー
ション検出素子を用いた新規モニタを開発しています。



新規モニタの校正にはI-131を封入した年齢別甲状腺ファントムを使用し、エネル
ギー分解能及び検出下限値が既存のNaIサーベイメータよりも良好であることが確
認されました。
本研修の実習では、開発した新規モニタによるデモも実施します。



住民の避難行動情報や体表面汚染検査の結果などの情報を効率的に散逸する
ことなく収集する必要があります。

そのために、避難者検査記録カードを活用した情報収集支援システムを開発して
います。



開発した情報収集システムでは、「被験者情報・検査データ」及び「避難行動情報」
が登録できます。

原子力発電所の避難計画に含まれる避難所情報を元に、避難経路が別画面で可
視化されるため、避難者の検査データの一元管理と放射線防護対策の立案に有
効です。



開発した新規モニタ用のソフトウェアと情報収集システムを上手く活用しながら、原
子力災害に対応することが重要です。


